
被用者年金一元化の閣議決定（18．4．28）について（概要）  

【被用者年金制度の一元化の趣旨】   

被用者年金制度の一元化については、平成16年年金制度改正法附則の規  

定を踏まえ公的年金制度の一元化を展望しつつ、今後の制度の成熟化や少  

子・高齢化の一層の進展等に備え、年金財政の範囲を拡大して制度の安定性  

を高めるとともに、民間被用者、公務員を通じ、将来に向けて、同一の報酬  

であれば同一の保険料を負担し、同一の公的年金給付を受けるという公平性  

を確保することにより、公的年金全体に対する国民の信頼を高めるため、共  

済年金制度を厚生年金保険制度に合わせる方向を基本として行う。  

【主な内容】  

（1）共済年金の1・2階部分の保険料率について、平成22年以降、今後廃  

止される3階部分も含めた率からスタートして、厚生年金と同じ  

0．354％ずつ引き上げ、平成30年（私学は平成39年）に厚生年金（18．3％）  

に統一。  

（2）共済年金にある遺族年金の転給制度を廃止するなど、制度的な差異につ  

いては、基本的に厚生年金に揃えて解消。  

（3）・共済年金にある公的年金としての3階部分（職域部分）を廃止。  

・人事院による諸外国の公務員年金や民間企業の企業年金及び退職金の  

実態調査を踏まえ、新たな公務員制度としての仕組みを制度設計。  

（4）追加費用の削減のため、税財源である恩給期間に係る給付について、本  

人負担の差（恩給2％、発足時の共済年金4．4％）に着目して27％  

引下げ（＝（4．4％－2．0％）／8．8％）。ただし、一定の配慮措置（給付額に対  

する減額率≦10％、減額後の給付額≧250万円）を講じる。  

0 4月28日の閣議決定以降、残された課題である以下の事項について、引   

き続き検討を進めているところ。  

※法案提出までに更に検討すべき主な事項  

・個々の制度的差異の解消  

・新たな公務員制度としての仕組みの制度設計  

・追加費用減額の施行時期等  

・追加費用に関する郵政公社、旧三公社等の取扱い   

■文官恩給の引下げ措置の内容  

・制度体系・事務組織・積立金の運用主体の在り方  

以上   
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被用者年金制度の一元化等に関する基本方針について  

平成18年4月28  

閣 議 決   

被用者年金制度の一元化については、平成16年年金制度改正法附則の規定  

を踏まえ公的年金制度の一元化を展望しつつ、今後の制度の成熟化や少子・  

高齢化の一層の進展等に備え、年金財政の範囲を拡大して制度の安定性を高  

めるとともに、民間被用者、公務員を通じ、将来に向けて、同一の報酬であ  

れば同一の保険料を負担し、同一の公的年金給付を受けるという公平性を確  

保することにより、公的年金全体に対する国民の信頼を高めるため、共済年  

金制度を厚生年金保険制度に合わせる方向を基本として、次に掲げるところ  

により、これを行うものとする。  

1．被用者年金制度の保険料率の統一  

（1）現行の国家公務員共済組合、地方公務員共済組合及び私立学校教職員   

共済（以下「各共済年金」という。）の被用者年金制度に共通する給付（以   

下「1・2階部分」という。）に係る保険料率を、次の①から③により厚   

生年金保険の保険料率に統一する。  

① 国家公務員共済組合及び地方公務員共済組合（以下「公務員共済」   

という。）の保険料率が統一される翌年の平成22年から、1・2階部   

分の保険料率の統一を開始する。  

② 現行の職域部分（3階部分）を廃止することを踏まえ（4．（1）参照）、   

平成22年以降は、それまで職域部分（3階部分）に対応する保険料とし   

て予定されていた部分の保険料率も含めて1・2階部分の保険料率と   

し、その率から厚生年金保険と同様に、毎年0．354％ずつ引き上げ、  
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公務員共済については平成30年、私立学校教職員共済（以下「私学共  

済」という。）については平成39年に厚生年金保険の保険料率（18．3％）  

に統一する。  

③ 加入者及び事業主（国・地方公共団体及び学校法人等）にとって急激   

な保険料負担増とならないよう、各共済年金の1・2階部分の新たな   

保険料負担の一部は、積立金を活用して負担する（2．参照）。  

（2）私学共済で別途徴収している年金事務費掛金については、統一される   

1・2階部分の保険料率に含まれるものとする。  

2．積立金の仕分け  

（1）各共済年金が保有している積立金については、厚生年金保険の積立金   

の水準に見合った額を仕分け、これを厚生年金保険の積立金とともに被   

用者年金制度の1・2階部分の共通財源に供する。具体的には、各共済   

年金の保険料で賄われる1・2階部分の支出に対して何年分に当たるか   

の水準が、厚生年金保険における当該水準と同一になるよう、各共済年   

金の積立金から、共通財源に供する積立金を仕分ける。  

（2）上記（1）により1・2階部分の共通財源に供する積立金を仕分けた   

後に各共済年金の財源として残る積立金を、現行の職域部分（3階部分）   

の廃止前の期間に係る給付費（既裁定年金及び未裁定の過去期間分（4．   

（2）参照））に充てる。  

（3）その上で、更に各共済年金の財源として残る積立金については、1．   

（1）③及び4．（3）（4）のための原資に活用する。  
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3．追加費用等  

（1）国民負担を抑制する観点から税負担による追加費用を減額するため、   

公務員共済における恩給期間に係る給付について、恩給期間と共済年金   

制度発足時との負担の差に着目し、負担に見合った水準に減額する。た   

だし、受給者に係る生活の安定確保及び財産権の保障等の観点から、減   

額に当たって一定の配慮を行う。  

（2）以上の考え方に基づき、税負担を財源とする恩給期間に係る給付につ   

いて、次の①及び②により減額する。  

① 共済年金制度発足時の本人負担（対俸給8．8％の保険料のうち本人負   

担分4．4％）よりも低い恩給期間の本人負担（恩給納金として対俸給   

2．0％）に見合った給付水準とするため、恩給期間に係る給付について、   

27％減額する。  

② ただし、恩給期間と社会保険方式による公務員共済期間の合計に係   

る給付について、  

ア）給付額に対する引下げ額の割合が10％を上回らないこととする  

イ）減額により、給付額が250万円を下回らないこととする   

との措置を講じる。  

（3）文官恩給についても、上記（1）（2）との均衡を考慮した給付水準の   

引下げ措置を講じる。  

（4）税負担ではない国家公務員共済組合の郵政公社分及び厚生年金保険に   

統合した旧三公社等における追加費用について、税負担による追加費用   

と同様の取扱いとするかどうかは、更に検討する。  
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4．職域部分  

（1）現行の公的年金としての職域部分（3階部分）は、平成22年に廃止する。  

（2）現行制度に基づく既裁定年金の給付については存続する。ただし、追   

加費用による職域相当分については、3．（1）による減額の対象に含め   

る。未裁定者については、これまでの加入期間に応じた給付を行うこと   

を基本としつつ、公務員共済については下記（3）の仕組みの制度設計   

を踏まえて検討する。  

（3）新たに公務員制度としての仕組みを設けることとし、この仕組みにつ   

いては、人事院において諸外国の公務員年金や民間の企業年金及び退職   

金の実態について調査を実施し、その結果を踏まえ制度設計を行う。  

（4）私学共済については、別途、廃止する現行の職域部分（3階部分）に代   

わる新たな年金を設けることを検討する。  

5．積立金の管理・運用  

（1）各共済年金の1・2階部分と厚生年金保険の積立金は、被用者年金制   

度の共通財源として一元的に管理・運用することを基本とし、運用利回   

り、基本的な資産構成割合、評価方法等の運用ルールは統一する。  

運用主体の在り方については、資金規模やその市場影響をどのように   

考えるか等の観点から、更に検討する。  

（2）各共済年金の貸付等の独自運用については、その果たしている役割や   

運用の観点に立った評価等を踏まえ、必要な範囲で確保する方策を講じ   

る。  
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6．制度的な差異の取扱い  

（1）1・2階部分において各共済年金と厚生年金保険の制度が異なる点につ   

いては、次のとおり各共済年金と厚生年金保険を揃える。  

① 共済年金における遺族年金の転給制度については、厚生年金保険に   

合わせて廃止する。  

② 厚生年金保険に合わせて、共済年金に被保険者資格の年齢制限及び   

障害給付に当たっての保険料納付要件を設ける。  

③ 老齢給付及び障害給付に係る在職中の支給額の減額（支給停止）につ   

いては、制度を統一する。これにより、60歳台前半の退職した公務員   

が厚生年金保険被保険者となる場合の減額について、60歳台前半の民   

間被用者に適用される、より厳しい減額方法とする。  

（2）制度的な差異が解消する時期が明らかな次の経過措置については、存   

置する。  

① 厚生年金保険における女子の支給開始年齢  

② 共済年金における60歳前の繰上げ支給  

（3）その他の制度が異なる点については、上記（1）（2）の取扱いに準じ   

て個々に検討する。  

7．事務組織等  

（1）事務組織等の取扱いについては、被用者全体での年金財政の一本化を   

前提とし、一元化にふさわしく、無駄のない効率的なものとする観点か   

ら、更に検討する。  

（2）事務組織の在り方にかかわらず、年金相談等の情報共有化を推進する。  
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